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江泉芳信教授・略歴
1950年 3 月29日	 群馬県太田市に生まれる
1968年 3 月	 栃木県立足利高等学校卒業
1972年 3 月	 早稲田大学法学部卒業
1974年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科修士課程修了
1976年 4 月	 早稲田大学法学部助手（1979年 3 月まで）
1979年 3 月	 早稲田大学大学院法学研究科博士課程単位取得済退学
1979年 4 月	 青山学院大学法学部専任講師（1982年 3 月まで）
1982年 4 月	 青山学院大学法学部助教授（1990年 3 月まで）
1990年 4 月	 青山学院大学法学部教授（2009年 3 月まで）
1994月 4 月	 東京家庭裁判所調停委員（2014年 3 月まで）
2009年 4 月	 早稲田大学法学部教授（2020年 3 月まで）
その他、非常勤講師（横浜国立大学、白鴎大学、常葉大学）など。
















用」	 青山法学論集21巻 3 ＝ 4 号（1980年）
「アメリカ合衆国における新しい裁判管轄規制─準対物管轄権の廃止」
	 青山法学論集23巻 2 号（1981年）
「シャーマン法の域外適用をめぐる問題─ウラニウム・カルテル事件と対抗立法」




	 青山法学論集26巻 1 号（1984年）
「アメリカ合衆国における新しい裁判管轄規制─準対物管轄権の廃止（ 3 ・完）」
	 青山法学論集26巻 2 号（1984年）
「フォーラム・ノン・コンヴェニエンスの法理の新たな展開」




轄の問題」	 青山法学論集29巻 3 ＝ 4 号（1988年）
「裁判管轄権と準拠法─アメリカ合衆国の製造物責任訴訟にみられる新しい視点」
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	 青山法学論集31巻 1 ＝ 2 ＝ 3 号（1989年）
「裁判管轄約款の効力をめぐる問題─アメリカ合衆国リコー判決を中心に」
	 青山法学論集33巻 3 ＝ 4 号（1992年）
「国際私法における戦後改革」
	 青山学院大学総合研究所法学研究センター研究叢書 2 号（1993年）
「附合契約における裁判管轄約款の効力─アメリカ合衆国最高裁　カーニヴァル・ク






	 青山法学論集35巻 3 ＝ 4 号（1994年）
「テキサス州の裁判管轄権をめぐる最近の問題─裁判管轄論とフォーラム・ノン・コ
ンヴェニエンスの法理」	 青山法学論集36巻 2 ＝ 3 号（1995年）
「外国人労働者の事故補償の問題」














	 青山法学論集39巻 2 号（1997年）
「国際結婚をめぐる国際私法問題」
	 青山学院大学総合研究所法学研究センター研究叢書 4 号（1998年）
「ドメインネームをめぐる法律問題─アメリカ合衆国における法状況（ 3 ・完）」
	 青山法学論集43巻 3 号（2002年）
「アメリカ人の相続問題」（野田愛子ほか編『家事関係裁判例と実務245題』（判例タイム
ズ社）所収）	 （2002年）











University」（Kent	Anderson と共著）	 青山法学論集46巻 4 号（2005年）
「日本人の海外資産の相続をめぐる諸問題」（野田愛子ほか編『新家族法実務大系（ 3 ）
─相続（ 1 ）　相続・遺産分割』（新日本法規出版）所収）	 （2008年）
「電子商取引の裁判管轄権─若干の英米法判例の検討」
	 早稲田法学86巻 1 号（2010年）
「インターネット環境における児童ポルノ規制─アメリカ合衆国における議論を中心
に」	 早稲田大学社会安全政策研究所紀要 3 号（2010年）
「越境電子商取引と消費者保護─米州機構・ブラジル提案の検討」
	 早稲田法学87巻 3 号（2012年）
「ライベル・ツーリズム─英米判例の対立から調和への動き」
	 比較法学52巻 1 号（2018年）
Ⅲ　翻訳
「A・アンヴァリ『イランへの外国投資と工業所有権』」（土井輝生と共訳）
	 国際商事法務 5 巻 1 号（1977年）
「ブルース・L・オットレイ『パプア・ニューギニアの外資規制』」
	 国際商事法務 4 巻11号（1977年）
Ⅳ　書評
「第一東京弁護士会司法研究委員会編『国際相続法の実務』」
	 自由と正義48巻 8 号（1997年）
Ⅴ　その他
「〔座談会〕企業活動に関わる法務について」（五十嵐清ほかと共著）
	 札大企業法務 3 号（1999年）
「〔座談会〕法科大学院の開設からの 8 ヶ月を振り返って」（飯塚勝ほかと共著）




論集）	 早稲田法学92巻 3 号（2017年）
「献呈の辞」（石田眞教授・上野泰男教授・江頭憲治郎教授・川上拓一教授・小口彦太教







49・ 5 ・27）	 ジュリスト611号（1976年）
「スリランカ人夫と事実上離婚状態にあった日本人妻から出生した子が提起した日本人
男に対する認知請求において、子の本国法として日本法を適用した事例」（長崎家審
昭和53・ 2 ・23）	 ジュリスト750号（1981年）
「日本人妻の離婚請求事件において夫の本国法たるイングランド法から日本法への反致
を認めた事例」（東京地判昭和55・ 9 ・19）	 ジュリスト765号（1982年）
「離婚準拠法たる香港法の適用を公序により排除して日本法により離婚を認容した事例」
（東京地判昭和62・ 7 ・24）	 ジュリスト931号（1989年）
「航空機事故訴訟の国際裁判管轄（ 1 ）」（東京地判昭和61・ 6 ・20）（池原季雄＝早田芳
郎編『渉外判例百選（第 3 版）』（有斐閣）所収）	 （1995年）






判例百選（第 2 版）』（有斐閣）所収）	 （2012年）
Ⅶ　学界回顧
「1983年学界回顧工業所有権法」	 法律時報55巻12号（1983年）
「1997年学界回顧国際私法」	 法律時報69巻13号（1997年）
「1998年学界回顧国際私法」	 法律時報70巻13号（1998年）
「1999年学界回顧国際私法」	 法律時報71巻13号（1999年）
